
第 69 回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

証券コード 5284

ヤマウホールディングス株式会社

日 時

場 所

2026年６月24日（水曜日）
午前10時

福岡市中央区天神二丁目５番55号

レソラ天神５階
レソラNTT夢天神ホール

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である

取締役を除く。)５名選任の件
第３号議案 監査等委員である

取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である

取締役１名選任の件

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用
意はございません。
何卒ご理解いただきますようお願い申し上げ
ます。

議決権行使期限

2026年6月23日（火曜日）
午後５時30分まで
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証券コード 5284
2026年６月８日

（電子提供措置の開始日2026年６月１日）
株 主 各 位

福岡市中央区舞鶴三丁目２番１号

ヤマウホールディングス株式会社
代表取締役社長 有 田 徹 也

第69回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第69回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上げま

す。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブ

サイトに「第69回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
https://www.yamau-holdings.co.jp/ir/news/archives/category/ir

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして銘柄名（会社名）に「ヤマウホールディングス」又はコード
に「5284」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」に
ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。
なお、当日のご出席をなされない場合は、インターネット又は同封の書面（郵送）によっ

て議決権を行使することができますので、お手数ながら、本招集ご通知に添付し、また上記
ウェブサイトに電子提供措置事項として掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、後述の
「議決権行使についてのご案内」に従って、2026年６月23日（火曜日）午後５時30分まで
に議決権を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬具
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記
１. 日 時 2026年６月24日（水曜日）午前10時

２. 場 所 福岡市中央区天神二丁目５番55号
レソラ天神５階 レソラNTT夢天神ホール

（裏面ご案内図をご参照ください。）
３. 株主総会の目的事項
報 告 事 項 1. 第69期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書
類監査結果報告の件

2. 第69期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）の計算書類の内容
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
＊当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。

＊議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

＊電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

＊株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解いただきますようお願い申し上げ
ます。
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議決権行使についてのご案内
「株主総会参考書類」をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権行使には以下３つの方法がございます。

当
日
ご
出
席
の
株
主
様

株主総会
への出席

同封の議決権行使書用紙をご持参
いただき、会場受付にご提出ください。
※当日ご出席の場合は、書面又はインターネットに
よる議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

株主総会開催日時
2026年６月24日（水）

午前10時

事
前
に
議
決
権
行
使
を
さ
れ
る
株
主
様

郵 送
同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご記入いただき、ご
返送ください。

行使期限
2026年６月23日（火）

午後５時30分到着分まで

インター
ネット

当社指定の議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/
にて議案に対する賛否をご入力く
ださい。

行使期限
2026年６月23日（火）

午後５時30分受付分まで
詳細は次ページをご参照ください。

議決権行使のお取り扱い
書面並びにインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合
書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容

を有効として取り扱わせていただきます。

インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合
インターネットにより複数回数にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせて

いただきます。また、パソコン、スマートフォンで重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内
容を有効とさせていただきます。

インターネットによる議決権行使の期限
インターネットによる議決権行使は、2026年６月23日（火曜日）午後5時30分まで受付いたしますが、お

早めに行使していただき、ご不明な点などございましたら次ページ記載のヘルプデスクへお問い合わせくださ
い。
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使期限

�インターネットによる議決権行使は、下記の事項をご確認くださいまして、議決権を行使くださいますようお願い申
し上げます。

�議決権行使書副票に記載のログインID・仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

2026年6月23日（火曜日） 午後5時30分まで
（ただし、毎日午前２時30分から午前４時30分までは取り扱いを休止します｡）

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを入力する方法

議決権行使書
〇〇〇〇株式会社 御中
株主総会日
〇年〇月〇日

議決権の数
〇〇〇〇個

〇〇〇〇株
〇〇〇〇個

ログインＩＤ
仮パスワード

1.
2.

3.

ログイン用
QRコード〇〇〇〇株

〇〇〇〇個

ログインＩＤ
仮パスワード

議案に対する賛否
賛
賛
賛
賛
賛
賛

否
否
否
否
否
否

1.
2.

3.

見本

見本

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読
み取ってください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」をクリック

※「QRコード」は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID」
及び「仮パスワード」を入力。2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。3

ご注意事項
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用
（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担とな
ります。

システムなどに関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027
（受付時間 午前9時～午後9時、通話料無料）

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

4
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、財務の健全性と在るべき生産体制確立に向けた設備投資及び将来的な戦略的

投資に必要となる内部留保の確保に努めながら安定配当の継続を基本指針としておりま
す。配当金額につきましては、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策と位置付
け、連結配当性向30％程度を目安に業績に応じた配当を実施することとしております。
この方針の下、当期の期末配当につきましては、普通株式１株当たりの配当を110

円とさせていただきたいと存じます。

（１）配当財産の種類
金銭といたします。

（２）株主に配当する配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき110円
総額 666,470,860円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月25日

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



6

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４名）

は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営監督機
能の強化を図るため社外取締役１名を増員することとし、取締役５名の選任をお願いす
るものであります。
各取締役候補者の選定は、指名・報酬委員会に諮問し、審議を経て、取締役会におい

て決定しております。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、各取締役候補者について適任

であると判断しております。
取締役候補者は次のとおりであります。

【ご参考】候補者一覧
候補者番号 氏名 地位

１ あり た てつ や

有 田 徹 也 代表取締役社長 再任

２ くら ち きよ たか

倉 智 清 敬 取締役 再任

３ たか の よう いち

髙 野 洋 一 ー 新任

４ おお た いち ろう

太 田 一 郎
社 外
独立役員

取締役 再任

５ みなみ よし かつ

南 善 勝
社 外
独立役員

ー 新任
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取締役候補者
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

1

再任

有
あり

田
た

徹
てつ

也
や

（1960年１月９日生）

1983年 4 月 ㈱福岡銀行入行
2016年 4 月 同 北九州本部常務執行役員本部長
2017年 4 月 同 北九州本部取締役常務執行役員本部長
2018年 4 月 ㈱FFGビジネスコンサルティング代表取締役

社長
2019年 4 月 当社入社顧問
2019年 6 月 当社取締役副社長
2021年 4 月 当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ヤマウ代表取締役社長

15,000株

【取締役候補者とした理由】
金融機関において培った経験と企業経営者として豊富な経験及び知識を活かし、当社の企業価値の向
上に貢献してまいりました。また、2021年4月から代表取締役社長として当社グループを取り巻く
様々な経営課題の解決に卓越したリーダーシップで取り組んでまいりました。当社グループの持続的
な企業価値の向上及び成長を実現するために、取締役への選任をお願いするものであります。

2

再任

倉
くら

智
ち

清
きよ

敬
たか

（1964年３月18日生）

1986年４月 ㈱福岡銀行入行
2010年10月 同 融資部副部長
2011年10月 同 筑紫通支店長
2014年10月 同 北九州営業部副部長
2016年４月 同 人事部人事開発室長
2018年４月 当社入社執行役員管理本部長
2020年 4 月 当社常務執行役員管理本部長
2021年４月 当社経営管理部長

㈱ヤマウ取締役上席執行役員
2023年 4 月 同 常務取締役（現任）
2024年３月 中外道路㈱取締役副社長（現任）
2024年６月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ヤマウ常務取締役
中外道路株式会社取締役副社長

500株

【取締役候補者とした理由】
当社においては2018年4月から管理部門の長として、当社及び当社グループ全体の人事・総務・財務
経理を担当し、職務を適切に遂行することで当社グループの経営基盤の強化に貢献してまいりまし
た。金融機関や当社にて培った豊富な経験及び知識を経営に活かし、当社の中長期的な企業価値の向
上を実現するため、取締役への選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

3

新任

髙
たか

野
の

洋
よう

一
いち

（1963年12月６日生）

1986年４月 住友商事㈱入社
2004年10月 名古屋エスオーシー㈱代表取締役社長
2009年４月 住商セメント九州㈱代表取締役社長

㈱ホリデン生コン代表取締役社長
2014年４月 住商セメント㈱取締役東日本管掌
2015年４月 住商セメント㈱代表取締役社長
2019年 4 月 住友商事㈱国内営業推進開発部副部長
2021年４月 扶和産業㈱入社取締役副社長
2024年 3 月 ㈱ヤマウ入社顧問
2024年６月 同 取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ヤマウ取締役

ー株

【取締役候補者とした理由】
大手総合商社において長年セメント事業に従事し、豊富な経験及び知識を有しており、当社及び当社
グループの企業価値の向上に貢献しております。業界における豊富な人脈やマネジメント経験を活か
して、当社の中長期的な企業価値の向上及び持続的成長を実現することを期待して、取締役への選任
をお願いするものであります。

4

再任
社外取締役候補者
独立役員

太
おお

田
た

一
いち

郎
ろう

（1967年12月20日生）

1990年４月 ㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入行
2001年３月 ㈱野村総合研究所入社
2008年４月 同 産業革新コンサルティング部部長
2013年４月 同 コンサルティング事業本部パートナー
2019年８月 国立大学法人京都大学経営管理大学院客員教

授
2021年６月 ㈱ヤマウ社外取締役
2023年６月 国立大学法人京都大学経営管理大学院特定教

授（現任）
2024年６月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
国立大学法人京都大学経営管理大学院特定教授

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待する役割】
国内最大手のシンクタンク企業において要職を歴任し、現在は大学院で教鞭をとるなど、企業コンサ
ルティングや組織改革、人材育成・マネジメントに関する豊富な実務経験と専門的知見を有しており
ます。客観的な立場から取締役会及び取締役の職務執行を監督するとともに、専門家としての視点か
ら適時適切な助言を行い、当社グループの中長期的な企業価値の向上にご尽力いただくことを期待し
て、社外取締役への選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

５

新任
社外取締役候補者
独立役員

みなみ よし かつ

南 善 勝
（1959年10月31日生）

1983年12月 ㈱安川電機製作所（現㈱安川電機）入社
2008年６月 同 取締役欧州地域統括兼欧州安川電機

（限）会長
2010年３月 同 取締役ロボット事業部長
2012年６月 同 執行役員ロボット事業部長
2015年 3 月 同 常務執行役員ロボット事業部長
2015年６月 同 取締役常務執行役員ロボット事業部長
2016年３月 同 取締役常務執行役員生産・業務本部長

兼輸出入管部長
2023年９月 エスペック㈱顧問（現任）
2024年８月 ㈱大気社顧問（現任）

（重要な兼職の状況）
エスペック株式会社顧問
株式会社大気社顧問

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待する役割】
大手メーカーの取締役を長年にわたり歴任し、企業経営に関する豊富な経験を重ねるとともに、製造
の最適化や自動化等に卓越した見識を有しております。客観的な立場から取締役会及び取締役の職務
執行を監督するとともに、適時適切な助言を行い、当社グループの中長期的な企業価値の向上にご尽
力いただくことを期待して、社外取締役への選任をお願いするものであります。

（注）１．上記の各候補者と当社との間の特別の利害関係については該当ありません。
２．太田一郎、南善勝の両氏は社外取締役候補者であります。
３．太田一郎氏は、現に当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となり

ます。
４．当社は、社外取締役太田一郎氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

に定める賠償責任の限度額を法令が規定する最低責任限度額とする契約を締結しており、同氏が原案どおり取締役に
再任された場合、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であります。また、社外取締役候補者南善勝氏が取締
役に就任された場合、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める賠償責任の
限度額を法令が規定する最低責任限度額とする契約を同氏との間で締結する予定であります。

５．取締役候補者太田一郎氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。また取締役候補者南善勝
氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結しております。
髙野洋一、南善勝の両氏を除く各取締役候補者はすでに本保険契約の被保険者となっており、再任された場合、引き
続き被保険者になります。また、髙野洋一、南善勝の両氏が取締役に就任された場合は新たに本保険契約の被保険者
になります。本保険契約は2026年７月に更新の予定であります。

【保険契約の内容の概要】
①被保険者の範囲
当社及び当社のすべての子会社（孫会社を含む）のすべての取締役、監査等委員である取締役、監査役、執行役員

②被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はございません。

③填補の対象となる保険事故の概要
被保険者の業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害（法律上の損害賠償金及び争訟費
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用）について填補されます。
④役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意により法令に違反する行為、違法な利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては填補の対象と

されない旨の免責条項が付されております。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了

となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであ
ります。
本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

【ご参考】候補者一覧
候補者番号 氏名 地位

１ いちの せ やす ゆき

一 瀬 泰 之
取締役
（常勤監査等委員） 再任

２ みなみ たに あさ こ

南 谷 朝 子
社 外
独立役員

取締役
（監査等委員） 再任

３ み よし ひろ し

三 好 啓 司 社 外 ー 新任
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監査等委員である取締役候補者
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

1

再任

いちの せ やす ゆき

一 瀬 泰 之
（1959年11月10日生）

1982年 4 月 当社入社
2000年 4 月 当社景観設計部次長
2002年 4 月 当社営業推進グループGL
2004年４月 当社営業管理グループGL
2006年12月 当社経営企画室長
2007年 4 月 当社総合企画部長
2016年４月 当社管理本部副本部長兼総合企画部長
2018年４月 ㈱ヤマウトラスト常務取締役
2021年４月 同 代表取締役社長
2023年４月 ㈱ヤマウ人事部参与
2023年６月 同 監査役（現任）
2024年６月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ヤマウ監査役

7,000株

【取締役候補者とした理由】
当社グループの株式会社ヤマウにて営業部門での業務を経て、管理部門の要職や子会社社長、常勤監
査役を務める等、当社の主力事業である土木業界に長年携わり豊富な経験と専門的知識を有しており
ます。これまでの経験や知識を活かし取締役会及び取締役の職務執行に対して客観的な立場から監
査・監督することを期待して、監査等委員である取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

2

再任
社外取締役候補者
独立役員
みなみ たに あさ こ

南 谷 朝 子
（1975年1０月８日生）

2002年10月 新日本監査法人（現ＥＹ新日本有限責任監査
法人）福岡事務所入所

2016年10月 南谷朝子公認会計士事務所（現南谷朝子公認
会計士税理士事務所）開設（現任）

2017年４月 公益財団法人大野城まどかぴあ監事（非常
勤）（現任）

2018年 4 月 公立大学法人福岡女子大学監事（非常勤）
（現任）

2020年 9 月 国立大学法人佐賀大学監事（非常勤）（現任）
2024年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

公益社団法人久山生活習慣病研究所監事（非
常勤）（現任）

2024年12月 新日本製薬㈱社外取締役（現任）
2025年 6 月 ㈱マルタイ社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
南谷朝子公認会計士税理士事務所所長
新日本製薬株式会社社外取締役
株式会社マルタイ社外監査役

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待する役割】
直接経営に関与された経験はありませんが、公認会計士及び税理士として財務及び会計における高度
で専門的な知識や豊富な経験を有しております。取締役会及び取締役の職務執行に対して独立した客
観的立場から監査・監督するとともに、経営全般に関する有益なアドバイスを行うことを期待して、
監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

3

新任
社外取締役候補者

み よし ひろ し

三 好 啓 司
（1962年６月18日生）

1986年４月 ㈱福岡銀行入行
2017年４月 同 執行役員総合企画部長

㈱ふくおかフィナンシャルグループ執行役員
企画部長

2018年 4 月 ㈱福岡銀行執行役員
㈱ふくおかフィナンシャルグループ執行役員

2019年４月 ㈱福岡銀行取締役常務執行役員
2020年４月 同 取締役専務執行役員
2020年12月 ㈱みんなの銀行非業務執行取締役（現任）
2021年 6 月 ㈱ふくおかフィナンシャルグループ取締役執

行役員
2022年４月 同 代表取締役副社長（現任）

㈱福岡銀行代表取締役副頭取（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ふくおかフィナンシャルグループ代表取締役副社長
株式会社福岡銀行代表取締役副頭取
株式会社みんなの銀行非業務執行取締役

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待する役割】
大手金融機関グループにおいて要職を務めるなど、企業経営や金融全般に関する豊富な経験や見識を
有しております。取締役会及び取締役の職務執行に対して客観的立場から監査・監督するとともに、
経営全般に関する有益なアドバイスを行うことを期待して、監査等委員である社外取締役として選任
をお願いするものであります。

（注）１．監査等委員である取締役候補者三好啓司氏は、上記略歴に記載のとおり特定関係事業者である㈱福岡銀行の代表取締
役副頭取であり、㈱福岡銀行は当社の主力取引銀行です。また、その他の上記の各候補者と当社との間の特別の利害
関係については該当ありません。

２．南谷朝子、三好啓司の両氏は、社外取締役候補者であります。
３．南谷朝子氏の戸籍上の氏名は末竹朝子であります。
４．南谷朝子氏は、現に当社の監査等委員である社外取締役であり、監査等委員である社外取締役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって２年となります。
５．当社は、監査等委員である社外取締役南谷朝子氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を法令が規定する最低責任限度額とする契約を締結しており、同氏が原
案どおり取締役に再任された場合、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であります。また、監査等委員であ
る社外取締役候補者三好啓司氏が取締役に就任された場合、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を法令が規定する最低責任限度額とする契約を同氏との間で締結する予
定であります。

６．監査等委員である取締役候補者南谷朝子氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
７．当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結しておりま

す。三好啓司氏を除く各取締役候補者はすでに本保険契約の被保険者となっており、再任された場合、引き続き被保
険者になります。また、三好啓司氏が取締役に就任された場合は新たに本保険契約の被保険者になります。本保険契
約は2026年７月に更新の予定であります。
【保険契約の内容の概要】
①被保険者の範囲
当社及び当社のすべての子会社（孫会社を含む）のすべての取締役、監査等委員である取締役、監査役、執行役員

②被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はございません。
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③填補の対象となる保険事故の概要
被保険者の業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害（法律上の損害賠償金及び争訟費

用）について填補されます。
④役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意により法令に違反する行為、違法な利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては填補の対象と

されない旨の免責条項が付されております。
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（ご参考）選任後の取締役のスキルマトリクス
（第２号議案及び第３号議案が承認された場合）

氏名

当社が各取締役に特に期待する分野

企業経営 営業・
マーケティング

製造・技術・
研究開発 財務・会計 人事・労務・

人材開発
法務・

コンプライアンス サステナビリティ

有田 徹也 ● ● ● ● ●

倉智 清敬 ● ● ●

髙野 洋一 ● ● ●

太田 一郎 社外取締役 ● ● ● ●

南 善勝 社外取締役 ● ● ● ●

一瀬 泰之 常勤監査等委員 ● ● ●

南谷 朝子 社外取締役
監査等委員 ● ●

三好 啓司 社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備えて、補欠の

監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
補欠の監査等委員である取締役候補者の選定は、指名・報酬委員会に諮問し、審議を

経て、取締役会にて決定しております。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

補欠の監査等委員である取締役候補者
氏 名

（生 年 月 日）
略歴、当社における地位及び
担当並びに重要な兼職の状況

所有する当社の
株 式 数

社外取締役候補者
独立役員
古
ふる

瀬
せ

智
とも

子
こ

（1987年９月17日生）

2014年12月 弁護士登録（東京弁護士会）
2015年 1 月 弁護士法人東京フレックス法律事務所入所
2023年１月 弁護士法人東京フレックス法律事務所パートナー

（現任）
2024年 5 月 ㈱ティーケーピー社外監査役
2024年 9 月 日本情報クリエイト㈱社外取締役（監査等委員）

（現任）
2025年 5 月 ㈱ティーケーピー社外取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
弁護士法人東京フレックス法律事務所パートナー
日本情報クリエイト㈱社外取締役（監査等委員）
㈱ティーケーピー社外取締役（監査等委員）

ー株

【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待する役割】
弁護士としての法務全般における高度で専門的な知識を有しており、取締役会及び取締役の職務の執行に対し
て、独立した客観的な立場から監査・監督するとともに、経営全般に関する有益なアドバイスを行うことを期
待して、選任をお願いするものであります。なお、同氏は直接企業経営に関与された経験はありませんが、上
記の理由により、補欠の監査等委員である社外取締役の職務を適切に遂行いただけるものと判断しておりま
す。

（注）１．上記の候補者と当社との間の特別の利害関係については該当ありません。
２．古瀬智子氏は補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
３．当社は、古瀬智子氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合には、同氏との間で、当社定款及び会社法第

427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を法令が規定する最低責任限度額とす
る契約を締結する予定であります。

４．補欠の監査等委員である社外取締役候補者古瀬智子氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合には、株式会
社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結しております。
補欠の監査等委員である社外取締役候補者古瀬智子氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合は、本保険契
約の被保険者となります。本保険契約は2026年７月に更新の予定であります。

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



18

【保険契約の内容の概要】
①被保険者の範囲
当社及び当社のすべての子会社（孫会社を含む）のすべての取締役、監査等委員である取締役、監査役、執行役員

②被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はございません。

③填補の対象となる保険事故の概要
被保険者の業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害（法律上の損害賠償金及び争訟費

用）について填補されます。
④役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意により法令に違反する行為、違法な利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては填補の対象と

されない旨の免責条項が付されております。

以 上
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事 業 報 告
（自

至
2025
2026

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善等を背景に緩やかな回復
基調を維持しているものの、一方で、物価上昇が継続するなか、中東情勢の緊迫化に伴う原
油及び原油由来製品の価格上昇や安定調達が懸念されるなど、先行きは依然として不透明な
状況で推移いたしました。
当社グループが属する業界においては、「国土強靭化」や「防災・減災」の重要性の高ま

りを背景に、老朽化が進むインフラの維持・更新対策や防災インフラ整備を目的とした公共
投資が底堅く推移しております。一方で、将来的な国内市場の縮小リスクや、資材・原材料
等の高騰による影響もあり、事業環境は予断を許さない状況にあります。
このような経営環境下で当社グループでは、2035年を目標とする「ヤマウグループ長期

VISION2035」と2024年４月から2027年3月までを計画期間とする「中期経営計画
Plan C³」を策定いたしました。長期ビジョンの実現に向けた１st Stageである「Plan
C³」を「変革と創造への挑戦」期と位置付け、将来目線に立ったグループの構造改革と成長
戦略に取り組んでおります。
当連結会計年度におきましては、「コンクリート製品製造・販売事業」や「橋梁、高架道

路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業」等のセグメントで受注額が前年度比で減少した
ことにより、売上高は212億43百万円（前年同期比7.0％減）となりました。利益面につき
ましては、高騰する資材・原材料・物流費等の販売価格への転嫁や製造・工事原価の低減及
び一般管理費の削減に取り組んで参りました。その結果、営業利益は35億44百万円（前年
同期比0.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は22億12百万円（前年同期比8.1％減）
となりました。

セグメントの経営成績を示すと次のとおりであります。

（コンクリート製品製造・販売事業）
コンクリート製品製造・販売事業の売上は、土木製品、景観製品、レジンコンクリート製

品の販売によるものであります。
当連結会計年度においては、受注減少により売上高は前期比減収となりましたが、高騰す

る資材、原材料、物流費等の販売価格への転嫁、製造原価低減及び一般管理費の削減に取り
組んで参りました。
その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は121億67百万円（前年同期比3.6％減）、

セグメント利益（営業利益）は26億円（前年同期比3.3％増）となりました。
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（水門・堰の製造及び施工並びに保守事業）
水門・堰の製造及び施工並びに保守事業の売上は、水門、除塵機、水管橋等鋼構造物の製

造、施工並びにそれらの保守によるものであります。
当連結会計年度においては、2025年3月期末の繰越受注残が、2024年3月期末比で減少

したため売上高は前期比減収となりましたが、大型案件の受注件数が増加したことで効率的
な製造ができたこと、有資格者の工事現場への効率的な配置を実施できたこと等により、売
上高は40億円（前年同期比9.6％減）、セグメント利益（営業利益）は５億61百万円（前年
同期比1.7％増）となりました。

（地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業）
地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業の売上は、地質調査及び地すべり対策工

事並びに測量・設計業務によるものであります。
当連結会計年度においては、2025年3月期からの複数の大口繰越工事が当期中に完工し、

追加工事代金の取り下げにより完工高が増加したこと等により、売上高は19億65百万円
（前年同期比3.0％増）、セグメント利益（営業利益）は２億22百万円（前年同期比102.0％
増）となりました。

（橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業）
橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業の売上は、主に橋梁、高架道路用

伸縮装置の製造・販売・設置工事によるものであります。
当連結会計年度においては、ここ数年続いておりました大口の特需が終了したことや、大

阪・関西万博の開催により道路交通規制が制限されたため、大阪周辺における自治体等の発
注量が減少し、売上高は20億66百万円（前年同期比27.6％減）、のれん償却後のセグメン
ト損失（営業損失）は１億96百万円（前年同期は営業利益１億23百万円）となりました。

（コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業）
コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業の売上は、橋梁、トンネル等コンクリー

ト構造物の点検・調査業務の請負、補修工事・補強設計業務の請負によるものであります。
当連結会計年度においては、売上高は８億37百万円（前年同期比7.3％増）、セグメント

利益（営業利益）は１億98百万円（前年同期比92.9％増）となりました。

（情報機器の販売及び保守事業）
情報機器の販売及び保守事業の売上は、主に金融機関向け業務処理支援機器及びその周辺

機器の販売並びにそれらの保守事業によるものであります。
当連結会計年度においては、売上高は１億76百万円（前年同期比16.0％減）、セグメント

利益（営業利益）は36百万円（前年同期比14.1％減）となりました。
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（不動産事業）
不動産事業の売上は、主に不動産の賃貸によるものであります。
当連結会計年度においては、売上高は２億76百万円（前年同期比0.0％減）、セグメント

利益（営業利益）は１億15百万円（前年同期比5.5％減）となりました。

（売上高の内訳） （単位：千円）
期 別

部 門

第 68 期
（自

至
2024
2025

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

第 69 期
（自

至
2025
2026

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

金 額 構成比率 金 額 構成比率
コンクリート製品製造・販売事業 12,620,928 54.2％ 12,167,267 56.2％
水門・堰の製造及び施工並びに保守事業 4,423,361 19.4 4,000,277 18.8
地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業 1,907,497 8.4 1,965,325 9.3
橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業 2,854,589 12.5 2,066,452 9.7
コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業 780,285 3.4 837,003 3.9
情 報 機 器 の 販 売 及 び 保 守 事 業 210,281 0.9 176,692 0.8
不 動 産 事 業 276,070 1.2 276,040 1.3

調 整 額 △235,403 ― △245,199 ー
合 計 22,837,611 100.0 21,243,859 100.0

（注）調整額はセグメント間の内部売上高又は振替高であります。

（2）資金調達の状況
資金調達につきましては、金融機関よりの借入れによる経常的な資金調達が主なものであ

ります。

（3）設備投資の状況
当連結会計年度中の設備投資の総額は７億46百万円であり、その主なものは株式会社ヤ

マウの各工場における工具型枠及び機械装置であります。
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（4）対処すべき課題
今後のわが国経済は、回復基調が続くことが期待されますが、さらなる物価上昇や中東情

勢の緊迫化に伴う原油及び原油由来製品の価格上昇、安定調達への懸念等により、先行きは
不透明な状況で推移するものと予想されます。
主要市場である九州の経済については、国が進める防災・減災、国土強靭化のための予算

が配分される一方で、中・長期的には公共投資の縮減により漸減する方向であることが予想
されます。また、社会は不確実性の時代に突入し、将来の事業環境の変化を見通すことがま
すます困難な状況となっていると同時に、地球環境・社会の持続可能性が問われ、企業には
社会課題解決への役割が一層強く期待されております。
このような経営環境下で当社グループでは、2035年を目標とする「ヤマウグループ長期

VISION2035」及び2024年４月から2027年３月までを計画期間とする「中期経営計画
Plan C³」を策定し、グループの構造改革に着手すると共に、既存事業領域の底固めと新た
な収益の柱創出へ向けた種蒔きと体制づくりを推進し、更なる業容の拡大を目指しておりま
す。
株主の皆様におかれましては、何卒絶大なご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。

（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 2022年度
第66期

2023年度
第67期

2024年度
第68期

2025年度
第69期

（当連結会計年度）
売 上 高（千円） 18,509,839 19,745,234 22,837,611 21,243,859
経 常 利 益（千円） 2,105,323 2,647,565 3,675,834 3,514,540
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,324,209 1,737,064 2,408,421 2,212,587
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 216円41銭 283円89銭 393円61銭 363円60銭
総 資 産（千円） 22,137,948 23,793,443 23,858,011 22,506,672
純 資 産（千円） 9,148,829 10,691,207 12,372,666 13,791,726
１ 株 当 た り 純 資 産 1,478円28銭 1,728円68銭 2,019円74銭 2,273円71銭
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 重要な親会社との関係

親会社はありません。
② 重要な子会社の状況

重要な子会社の名称 資本金（千円） 議決権比率（％） 主要な事業内容

株 式 会 社 ヤ マ ウ 100,000 100.0

コンクリート製品製造・販売
並びに施工、一般土木工事の
施工・管理、レジンコンクリ
ート製品製造・販売並びに施
工

開 成 工 業 株 式 会 社 60,000 100.0 水門・堰の製造及び施工並び
に保守

大 栄 開 発 株 式 会 社 33,000 100.0 地質調査及び地すべり対策工
事並びに測量・設計

中 外 道 路 株 式 会 社 12,000 100.0 橋梁・高架道路用伸縮装置の
製造・販売・設置工事

メ ッ ク 株 式 会 社 9,000 100.0
コンクリート構造物の点検・
調査業務、補修・補強設計業
務、補修工事業務、補修・補
強材料販売業務

光洋システム機器株式会社 17,050 100.0 情報機器の販売及び保守

大 分 フ ジ 株 式 会 社 9,000 100.0
（100.0） コンクリート製品製造・販売

株 式 会 社 熊 本 ヤ マ ウ 30,000 90.0
（90.0） コンクリート製品製造・販売

（注）議決権比率欄（ ）内の数字は、間接保有の議決権比率を含みます。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
名称 住所 帳簿価額の合計 当社の総資産額

中外道路株式会社 兵庫県神戸市東灘区本山南町８−６−
２６東神戸センタービルＷ棟１３階 2,956百万円 11,359百万円
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cv絆、ｅベース、一鷹、CVハーフⅢ型、
グリーンロック、ケスタ、ネクストー
ン、のぼるくん、テトラックPG、cv
護、テトラック法尻ブロック、小口止
太郎、堤脚水路、そうげん、CV柔、
残置型枠ブロックY

側 溝 類

水 路 類

機能性コンクリート

貯 留 浸 透 類

ハイ・タッチウォール、スーパークリフ、ガー
ドクリフ、GPウォール、パワーロックⅡ-Ｓ、
PAN WALL工法、多数アンカー式擁壁、
EDO-EPS工法、ニューノーマルクリフⅢ、
ニューノーマルクリフⅢマルチコーナー擁壁

擁 壁 類

河 川 港 湾 類 カ ル バ ー ト 類 ボックスカルバート、FAボックス、ループ
アーチ、アーチカルバート、可とうボックス
、Pcaウイングウォール、MMSボックスカ
ルバート、多分割カルバート

Bライン側溝、ライン側溝、サイドライ
ン側溝、側溝カルバート、NJ境界集
水溝、重圧管、ロング暗渠

管 渠 ・ 暗 渠 類

ピッと側溝、リボーン（騒音防止）
側溝、SF側溝、YCL側溝、U形側溝、
Ｌ形側溝、県タイプ落蓋側溝、集水桝

プレガードⅡ、PGF、SGF、YTスラブ、境
界ブロック、アプロンⅡ、メンテナンス床版

道 路 類

YT水路R型、三面水路、軽量三面水路、
YT水路Ⅲ型

ゆうパネル

CNEcon、バジリスク、ハレーサルト、CFCC、TAKEcite、CO2-SUICOM

残 存 型 枠 ・
シートライニング

低炭素・脱炭素関連

ダクタル、レジン、ESCON

アクアポンド、防火水槽、耐震性貯水
槽、シントー側溝、オープン調整池

土木製品

縁石、歩車道ブロック、リサイクルレ
ンガ 他

車止め、外柵、ベンチ、水飲み、プラ
ンター、ポール、パーゴラ 他

ストリートファニ
チャー

舗 装 材

ファインユニ（後付エレベーター昇降路）

YRG集水蓋（U型用蓋・側溝蓋）、カーストップ、メンテナン
ス床板（UPC階段）、fitサークル、フリーボーイ、誘導ブロッ
ク、係船柱、レジンパネル 他

景観製品 レジンコンクリート製品

建築関連

24

（7）主要な事業内容
① コンクリート製品製造・販売事業

コンクリート製品の製造・販売並びに施工、一般土木工事の施工並びに管理、レジンコ
ンクリート製品の製造・販売並びに施工を主な事業とし、その製品は大別して、次のとお
りであります。
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② 水門・堰の製造及び施工並びに保守事業
主に水門、除塵機、水管橋等鋼構造物の製造、施工並びにそれらの保守を行っており、

その製品は次のとおりであります。
除塵設備 ロータリーレーキ式除塵機、可動スクリーン、水車式除塵機

起伏ゲート 油圧式鋼製起伏ゲート、ワイヤー式鋼製起伏ゲート、SR合成起伏ゲート、ゴム製起
伏ゲート

引上式ゲート シェルゲート、ローラゲート、スライドゲート、自動降下ゲート

陸閘ゲート 横引きゲート、スイングゲート、ランドカナフ（浮体式陸閘ゲート）

逆流防止ゲート フラップゲート、マイターゲート、カナフゲート（浮体構造起伏ゲート）

③ 地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業
主に地質調査及び地すべり対策工事並びに測量・設計業務を行っております。

④ 橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業
主に橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売及び工事の施工を行っており、その製品は

次のとおりであります。

荷重支持型 メタルガージョイント、PCJスーパージョイント、スーパーガイトップジョイント、
ダブルフィンガースーパージョイント、メタルトップスーパーLジョイント

突き合せ型 CGスチールジョイント、メタルトップスーパージョイント、ラバエースジョイント

歩道専用型 ガイスライドジョイント

オプション部材 ダブル止水ユニット

⑤ コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業
主に橋梁、トンネル等コンクリート構造物の点検・調査業務の請負、補修・補強設計業

務の請負を行っております。
⑥ 情報機器の販売及び保守事業

主に金融機関向け業務処理支援機器、貨幣処理機及びその周辺機器の販売並びにそれら
の保守事業を行っております。

⑦ 不動産事業
主に不動産の賃貸を行っております。
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（8）主要な事業所
① 当社
本社 福岡県福岡市中央区舞鶴三丁目２番１号

② 子会社の主要な拠点
子会社の名称 各拠点の名称 事業所（所在地）

株 式 会 社 ヤ マ ウ

本 社 福岡県福岡市早良区

支社・営業部
関東（東京都杉並区）、福岡（福岡県福岡市早良区）、福
佐（福岡県久留米市）、長崎（長崎県長崎市）、大分（大
分県大分市）、宮崎（宮崎県宮崎市）、鹿児島（鹿児島県
鹿児島市）

営 業 所

福岡（福岡県福岡市早良区）、北九州（福岡県北九州市小
倉北区）、久留米（福岡県久留米市）、佐賀（佐賀県佐賀
市）、長崎（長崎県長崎市）、大分（大分県大分市）、大分
北（大分県宇佐市）、宮崎（宮崎県宮崎市）、都城（宮崎
県都城市）、延岡（宮崎県延岡市）、鹿児島（鹿児島県鹿
児島市）、川内（鹿児島県薩摩川内市）、霧島（鹿児島県
霧島市）、鹿屋（鹿児島県鹿屋市）、沖縄（沖縄県豊見城
市）、広島（広島県広島市中区）

工 場

福岡（福岡県福岡市早良区）、北九州（福岡県鞍手郡小竹
町）、佐賀（佐賀県佐賀市）、大分（大分県臼杵市）、高崎
（宮崎県都城市）、川南（宮崎県児湯郡川南町）、鹿児島
（鹿児島県霧島市）、REC（宮崎県児湯郡川南町）、MC
（福岡県中間市）
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子会社の名称 各拠点の名称 事業所（所在地）

開 成 工 業 株 式 会 社
本 社 熊本県熊本市北区

営 業 所
関東（千葉県佐倉市）、関西（兵庫県神戸市長田区）、中
国（広島県広島市安佐北区)、四国(愛媛県松山市）、福岡
（福岡県福岡市東区）、南九州（鹿児島県鹿児島市）

大 栄 開 発 株 式 会 社 本 社 長崎県佐世保市
支店・営業所 福岡（福岡県福岡市博多区）、佐賀（佐賀県小城市）

中 外 道 路 株 式 会 社

本 社 兵庫県神戸市東灘区

営 業 所
東北（宮城県仙台市太白区）、東京（東京都杉並区）、北
陸（石川県金沢市）、名古屋（愛知県名古屋市昭和区）、
関西（兵庫県神戸市東灘区）、広島（広島県広島市中区）、
四国（香川県高松市）、福岡（福岡県福岡市西区）

配送センター 豊中（大阪府豊中市）
メ ッ ク 株 式 会 社 本 社 福岡県福岡市早良区
光洋システム機器株式会社 本 社 福岡県春日市
大 分 フ ジ 株 式 会 社 本 社 大分県大分市
株 式 会 社 熊 本 ヤ マ ウ 本 社 熊本県熊本市東区

（9）従業員の状況
事 業 内 容 従 業 員 数 前期末比増減

コンクリート製品製造・販売事業 443名 減 ５名
水門・堰の製造及び施工並びに保守事業 168 増 ４
地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業 67 増 ３
橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業 80 ―
コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業 26 増 １
情報機器の販売及び保守事業 6 ー
不動産事業 0 ー
全社（共通） 21 増 ２

合 計 811 増 5
（注）上記従業員数には、臨時社員は含まれておりません。
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（10）主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,913,600千円
株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 600,000
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 200,000
株 式 会 社 宮 崎 銀 行 200,000
株 式 会 社 熊 本 銀 行 100,000
株 式 会 社 佐 賀 銀 行 90,000

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
2026年3月、当社連結子会社である株式会社ヤマウ（以下、本項目において「ヤマウ」

という。）の従業員による製品製造用資材の第三者への不正転売、その売却代金の着服が判
明いたしました。
当社及びヤマウにおいて、同年3月上旬から社内調査を行った結果、当該従業員が、

2021年1月から2026年2月にかけて製品製造用資材を継続的に転売し、ヤマウに対し約
131百万円の損害を与えたものでございます。
当該従業員への処分及び法的措置につきましては、2026年3月17日付で懲戒解雇処分と

いたしました。また、既に所轄警察署に通報し、被害届の提出に向けた準備を進めておりま
す。併せて、ヤマウが被った損害については、損害賠償請求等の民事上の法的措置を講じて
いく方針でございます。
当社は、今回の事態を管理体制の不備によるものと厳粛に受け止め、「コンプライアンス

研修の強化」「チェック体制の強化」「内部監査の強化」「内部通報制度の充実」等の再発防
止策を通じて内部管理体制の見直しと強化に取り組んでおります。
株主の皆様におかれましては、多大なご迷惑とご心配をおかけすることとなりましたこと

を重ねてお詫び申し上げます。今後も、当社及びグループ全社を挙げて、再発防止に取り組
み、信頼回復に努めてまいります。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式の総数 25,224,000株

（2）発行済株式の総数 6,306,000株

（3）株 主 の 数 4,192名

（4）大 株 主
株 主 名 持 株 数 持株比率

ア リ ウ ェ ル 株 式 会 社 880,000株 14.5％
株 式 会 社 麻 生 400,000 6.6
株 式 会 社 ト ク ヤ マ 400,000 6.6
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 325,000 5.4
株 式 会 社 福 岡 銀 行 222,000 3.7
株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 195,000 3.2
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 160,000 2.6
株 式 会 社 佐 賀 銀 行 130,000 2.1
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 122,700 2.0
リ ッ ク ス 株 式 会 社 112,000 1.8
（注）１．当社は、自己株式247,174株を所有しておりますが、上記大株主から除外しております。また、持株比率は自己株式

を控除して計算しております。
２．アリウェル株式会社は、2025年12月１日をもって福岡商事株式会社から商号変更をしております。

（5）その他株式に関する重要な事項
当社は、資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能と

するため、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に
基づき、自己株式取得に係る事項について2025年８月29日の当社取締役会において決議し、
2025年９月１日から2025年９月12日までの間、市場取引により６万株（発行済株式総数に
対する割合は1.0％）の自己株式を総額152,905,400円で取得しました。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

役 名 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 有 田 徹 也 株式会社ヤマウ代表取締役社長
取 締 役 德 安 正 範 開成工業株式会社取締役会長

取 締 役 倉 智 清 敬 株式会社ヤマウ常務取締役
中外道路株式会社取締役副社長

取 締 役 太 田 一 郎 国立大学法人京都大学経営管理大学院特定教授
取締役（常勤監査等委員） 一 瀬 泰 之 株式会社ヤマウ監査役
取締役（監査等委員） 櫻 井 文 夫

取締役（監査等委員） 南 谷 朝 子
南谷朝子公認会計士税理士事務所所長
新日本製薬株式会社社外取締役
株式会社マルタイ社外監査役

（注）１．取締役太田一郎、櫻井文夫及び南谷朝子の各氏は、社外取締役であります。
２．監査等委員である取締役南谷朝子氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。
３．当社は、監査等委員会の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び重要な社内会議

における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とするため、一瀬泰之氏を常勤の監査等
委員として選定しております。

４．太田一郎、櫻井文夫及び南谷朝子の各氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出て
おります。

５．宮田年耕氏は、2025年６月26日で任期満了により取締役を退任いたしております。
６．当事業年度中の取締役の担当及び重要な兼職の異動
氏 名 異動前 異動後 異動年月日

櫻 井 文 夫 株式会社マルタイ社外取締役 ー 2025年6月19日
南 谷 朝 子 ー 株式会社マルタイ社外監査役 2025年6月19日

７．当社は、社外取締役太田一郎、櫻井文夫及び南谷朝子の各氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を法令が規定する最低責任限度額とする契約を締結しており
ます。

８．当社は、以下の内容を概要とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。
【保険契約の内容の概要】
①被保険者の範囲
当社及び当社のすべての子会社（孫会社を含む）のすべての取締役、監査等委員である取締役、監査役、執行役員

②被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はございません。

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



31

③填補の対象となる保険事故の概要
被保険者の業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害（法律上の損害賠償金及び争訟費
用）について填補されます。

④役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
被保険者の故意により法令に違反する行為、違法な利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては填補の対象とさ
れない旨の免責条項が付されております。

（2）取締役の報酬等
①当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 人 数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等 左記以外の

報酬等
取締役（監査等委員を除く） 27 27 ー ー ー ５
（うち社外取締役） （4） （4） （ー） （ー） （ー） （2）
取締役（監査等委員） 15 15 ー ー ー 3
（うち社外取締役） （7） （7） （ー） （ー） （ー） （2）
合 計 42 42 ー ー ー ８

②取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の個人別の報酬等の内容に係る決
定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」という。）
を定めております。その決定方針の決定方法は、取締役会にて議論し、取締役会決議にて
決定しております。また、その概要は以下のとおりであります。

イ．基本方針
当社の取締役の報酬は、個々の役位、職責、在任年数及び当社の業績等を踏まえた

適正な水準とすることを基本方針とする。

ロ．個人別の報酬等の内容・額・算定方法の決定方針
取締役の報酬は金銭報酬のみとし、基本報酬からなる固定報酬と役員賞与からなる

業績連動報酬により構成するものとする。
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（１）基本報酬
月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数及び当社の業績、他社水準、従業員

給与の水準等をも考慮しながら、これらを総合的に勘案して決定する。

（２）業績連動報酬
事業年度ごとの業績連動性の観点から、連結経常利益を指標とし、またその他の

指標として配当金及び従業員賞与の水準等をも勘案しながら、これらを総合的に勘
案して決定する。
個人別の報酬額については、代表取締役社長が作成した報酬案を指名・報酬委員

会に諮問し、審議を経て、取締役会にて議論し、取締役会決議にて決定する。

ハ．報酬を与える時期・条件・種類ごとの割合の決定方針
月例で支給する固定報酬が個人別の報酬等の額の全部を占めることを基本割合とし、

業績連動報酬は目標とする指標の100％を超えた事業年度においては、上記の方針に
従い、一定の時期に支給するものとする。なお、業績連動報酬を支給する場合の固定
報酬に対する割合は、各役位の平均で、最大２割程度となるよう設計するものとする。

③取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の報酬等につい
ての株主総会の決議による定めに関する事項

2020年12月25日開催の臨時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く。）の報酬等限度額は、年額200百万円以内（うち、社外取締役分は年額20百万円以
内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）、監査等委員である取締役の
報酬等限度額は、年額30百万円以内と決議いただいております。当該臨時株主総会終結
時点で当該決議の対象である取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名
（うち、社外取締役１名）、監査等委員である取締役の員数は３名でございます。

④当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が
決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

当社においては、審議のプロセスの公正性及び透明性を確保するため、株主総会で承
認された報酬等限度額の範囲内で、代表取締役社長が作成した報酬案を、指名・報酬委員
会に諮問し、審議を経て、決定方針に従って取締役会にて審議検討し、当該取締役会が決
定していることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。
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（3）社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係

取締役太田一郎氏は、国立大学法人京都大学経営管理大学院の特定教授であります。
なお、当社と兼務先との間には特別な関係はありません。

取締役南谷朝子氏は、南谷朝子公認会計士税理士事務所の所長、新日本製薬株式会社
の社外取締役及び株式会社マルタイ社外監査役であります。なお、当社と兼務先との間に
は特別な関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 太 田 一 郎

当事業年度開催の取締役会には、16回中16回出席
し、議案審議等の際に、企業コンサルティングに関す
る長年の実務経験と豊富な知見に基づく発言を適宜行
っております。
また、当社取締役会の任意の諮問機関である指名・

報酬委員会の委員を務め、有益な発言を行っておりま
す。

取 締 役
（監査等委員） 櫻 井 文 夫

当事業年度開催の監査等委員会には、17回中17回
出席し、取締役会には、16回中16回出席し、主に出
身分野である金融機関を通じて培った知識・見識か
ら、適宜発言を行っております。
また、当社取締役会の任意の諮問機関である指名・

報酬委員会の委員を務め、有益な発言を行っておりま
す。

取 締 役
（監査等委員） 南 谷 朝 子

当事業年度開催の監査等委員会には、17回中17回
出席し、取締役会には、16回中16回出席し、主に公
認会計士及び税理士としての専門的知識・見識から、
適宜発言を行っております。
また、当社取締役会の任意の諮問機関である指名・

報酬委員会の委員を務め、有益な発言を行っておりま
す。
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４．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法（1948年法律第103号）第2条第1項の業務に係

る報酬等の額 50,500千円

② 当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の
合計額 50,500千円

（注）1．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるか
どうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

2．当社は、会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区
分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監
査人を解任した旨と解任の理由を報告します。また、監査等委員会は、会計監査人が職務を
適切に執行することが困難であると認められる場合、その他必要と判断される場合には、会
計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



35

５．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制
① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
（イ）当社は、経営理念及び行動基準について定めている「ヤマウフィロソフィー」及び

法令遵守、社会倫理の遵守を定めた「コンプライアンスマニュアル」に基づく企業活
動により、コンプライアンス体制を確立する。

（ロ）全社のコンプライアンスの取り組みの徹底を図るため、グループを横断的に統括す
る部署を経営管理部とし、同部署を中心に役職員教育等を行う。また、監査部は、内
部監査規程に基づき、グループ各社に対する内部監査を実施する。

（ハ）内部通報制度を確立し、問題点、問題行動の早期発見を実現する。なお、内部通報
者に関しては秘匿扱いとし、人事考課等で不利益な扱いは行わないものとする。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制
（イ）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき全社的に統括する部署及び責任

者を任命し、文書管理規程に基づき職務執行に係わる情報を文書又は電磁的媒体に記
録し、保存する体制を確立する。

（ロ）取締役及び監査等委員は、これらの文書を常時閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（イ）リスク管理規程を策定し、同規程において品質管理、環境汚染、自然災害、情報管

理、知的財産、労働災害等リスクカテゴリーごとに責任部署を定め、グループ全体の
リスクを網羅的・総括的に管理する体制を確立する。

（ロ）監査部は、定期的にリスク管理体制を検証・評価し、必要に応じ指導・助言を行
う。

（ハ）経営に重大な影響を与える不測の事態が発生した場合には、対策本部の設置など組
織対応を行い、必要に応じて弁護士など専門家のアドバイスを受け、適切な対応を行
うものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（イ）取締役は、職務分掌に基づき、それぞれの職務を執行するものとし、業務執行上委

任された決定事項については、職務権限規程に基づき必要な決定を行い、推進するも
のとする。また、業務執行に迅速な対応を行うことを目的に執行役員制を採用し、取
締役の職務と業務執行に関する職務権限とを明確に区分する。
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（ロ）随時発生する経営課題の解決を図るなど全社的な業務の効率化を実現するために経
営会議を開催するものとする。

⑤ 企業集団における業務の適正性を確保するための体制
（イ）当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社にグループ全体の内

部統制に関する統括部署を設置するとともに、当社及びグループ各社間での内部統制
に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われる体制を確立す
る。

（ロ）グループの決裁権限の明確化を行うため、職務権限・決裁権限を定め、グループ各
社の重要な業務執行のうち、当社又はグループ経営上必要と認める事項について、当
社において決裁・承認を行うものとする。

（ハ）監査部は、グループ各社の監査についても取り組むものとする。内部監査の結果、
是正等の指摘がある場合には、速やかに当該部門への改善指示を行い、改善の結果を
当社取締役及び監査等委員、当該グループ会社社長に報告する。

⑥ 監査等委員会の職務を補助する使用人、使用人の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性および指示の実効性の確保について

（イ）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を必要と求めた場合、必要に応じて監
査等委員の業務補助を行うスタッフを配置する。

（ロ）監査等委員会の職務を補助する使用人は、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行
し、その旨を当社及びグループ各社の役員及び使用人に周知徹底する。

（ハ）監査等委員会の職務を補助する使用人の評価については、事前に監査等委員会の同
意を得るものとする。

⑦ 当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役等及び使用人等から報告を
受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告
に関する体制等

（イ）当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事項について、当社及びグループ各社
の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、適時・適切に監査等委員
へ報告し、報告を受けた監査等委員は速やかに監査等委員会へ報告する。

（ロ）監査等委員は、必要に応じ、取締役及び使用人から報告又は情報の提供を受け、会
議の資料や記録の閲覧等を行うことができるものとする。

（ハ）監査等委員に対し報告等を行った者に対しては、当該報告をしたことを理由として
いかなる不利益な取扱いも行わないものとする。
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⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（イ）監査等委員は、取締役会などの重要会議に出席し、業務執行取締役とは職務を異に

する独立機関であることを十分に認識して積極的意見を表明できる体制を整備する。
（ロ）監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払又は償還について、監査の職務

の執行に必要でないと明らかに認められる時を除き、監査等委員の請求等に従い速や
かに処理する体制とする。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備体制
当社及びグループ各社は、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切

の関係を持たないとともに、不当な要求にも妥協せず毅然とした態度で臨み、警察及
び弁護士等との連携を図り組織的に対応する。また、コンプライアンスマニュアルを
遵守して一切の関係を遮断することを基本方針とし、全役職員への周知徹底を図る。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
上記「１．（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項」に記載のとおり、当事業

年度においては当社連結子会社である株式会社ヤマウの従業員による製品製造用資材の不
正転売、その売却代金の着服が判明いたしました。

このような不正事案の再発を防止するために、2026年４月の株式会社ヤマウ取締役会
において資材発注に関するルールの見直し及び資材棚卸し規程の改訂を決議し、その運用
状況について今後当社監査部のモニタリングの下、当社取締役会への報告及びその監督を
行ってまいります。

当社は本件を厳粛に受け止め、今後は、当社及びグループ全社を挙げて、再発防止に
取り組み、信頼回復に努めてまいります。

当事業年度における運用状況の概要は、以下のとおりです。
① 職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適

正を確保するための体制
（イ）取締役の職務執行が効率的に行われることに関する取組みの状況

当事業年度においては、取締役会を毎月１回以上開催し、法令で定められた事項や
経営に関する重要事項の決定、業務執行状況の報告及び監督を行っております。

（ロ）企業集団における業務の適正確保に関する取組みの状況
当社は、職務権限・決裁権限規程に基づき、当社取締役会において報告及び決議を

行い、グループ全体の業務の適正を確保するよう努めております。
（ハ）コンプライアンス体制
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コンプライアンスマニュアルに基づき、コンプライアンスへの理解を深めるため
に、当社及びグループ各社において定期的に社内研修を実施しております。

（ニ）内部監査の状況
代表取締役社長直轄の組織として監査部を設置し、定期的に業務活動について法令

や社内規程に基づき適切に行われているかを監査し、当社及びグループ各社に対し、
指導、助言を行っております。監査部は、監査等委員会に対して内部監査の状況報告
を必要に応じて行い、相互の連携を図っております。

（ホ）監査等委員会の状況
当事業年度に開催された取締役会に出席し、業務執行取締役等の職務執行・職務内

容の適正性を監査し、重要な意思決定への決議を通じた監督機能を果たしておりま
す。また、原則として毎月監査等委員会を開催し、監査等委員間の意見交換及び意思
統一を図っております。

② 内部統制システム全般
当社及びグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監査部が

モニタリングし、改善を進めております。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告の数字の表示について

1. 金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2. その他は四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年3月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 15,549,914 流 動 負 債 8,086,232

現 金 及 び 預 金 5,140,770 買 掛 金 1,456,024
受 取 手 形 538,515 電 子 記 録 債 務 874,265
売 掛 金 5,044,008 契 約 負 債 262,612
契 約 資 産 1,201,236 短 期 借 入 金 3,103,600
電 子 記 録 債 権 1,043,853 リ ー ス 債 務 47,128
棚 卸 資 産 2,396,643 未 払 金 970,479
そ の 他 189,864 未 払 法 人 税 等 787,640
貸 倒 引 当 金 △4,979 賞 与 引 当 金 375,128

工 事 損 失 引 当 金 2,066
そ の 他 207,285

固 定 資 産 6,956,758 固 定 負 債 628,713
有 形 固 定 資 産 5,018,090 リ ー ス 債 務 110,982

建 物 及 び 構 築 物 1,427,229 繰 延 税 金 負 債 30,766
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 683,802 退 職 給 付 に 係 る 負 債 159,860
土 地 2,352,709 そ の 他 327,105
リ ー ス 資 産 150,370 負 債 合 計 8,714,945
建 設 仮 勘 定 6,238 純 資 産 の 部
そ の 他 397,740 株 主 資 本 13,500,143

無 形 固 定 資 産 756,774 資 本 金 800,000
の れ ん 357,856 資 本 剰 余 金 802,614
顧 客 関 連 資 産 219,000 利 益 剰 余 金 12,053,163
そ の 他 179,917 自 己 株 式 △155,635

投資その他の資産 1,181,893 その他の包括利益累計額 275,856
投 資 有 価 証 券 626,758 その他有価証券評価差額金 347,675
そ の 他 806,476 退職給付に係る調整累計額 △71,819
貸 倒 引 当 金 △251,340 非支配株主持分 15,727

純 資 産 合 計 13,791,726
資 産 合 計 22,506,672 負 債 純 資 産 合 計 22,506,672

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自

至
2025
2026

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 21,243,859
売 上 原 価 12,595,222
売 上 総 利 益 8,648,636
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,104,597
営 業 利 益 3,544,039
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 28,354
鉄 屑 処 分 収 入 50,567
利 用 分 量 配 当 金 34,615
受 取 運 賃 24,759
そ の 他 86,254 224,551

営 業 外 費 用
支 払 利 息 45,401
固 定 資 産 除 却 損 62,577
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 131,824
そ の 他 14,247 254,051

経 常 利 益 3,514,540
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 599 599
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,515,140
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,304,954
法 人 税 等 調 整 額 △8,943
当 期 純 利 益 2,219,129
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6,542
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,212,587

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自

至
2025
2026

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 800,000 802,614 10,568,720 △2,659 12,168,675
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △728,143 △728,143
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,212,587 2,212,587

自 己 株 式 の 取 得 △152,975 △152,975
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,484,443 △152,975 1,331,467
当 期 末 残 高 800,000 802,614 12,053,163 △155,635 13,500,143

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 254,098 △64,292 189,805 14,184 12,372,666
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △728,143
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,212,587

自 己 株 式 の 取 得 △152,975
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 93,577 △7,527 86,050 1,542 87,592

当 期 変 動 額 合 計 93,577 △7,527 86,050 1,542 1,419,060
当 期 末 残 高 347,675 △71,819 275,856 15,727 13,791,726
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）

１．連結の範囲に関する事項
子会社は、全て連結しております。

（1）連結子会社の数 8社
（2）連結子会社の名称

株式会社ヤマウ
メック株式会社
光洋システム機器株式会社
大分フジ株式会社
開成工業株式会社
大栄開発株式会社
株式会社熊本ヤマウ
中外道路株式会社

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結会計年度と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券………… 償却原価法（定額法）

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）
市場価格のない株式等………… 主として移動平均法による原価法

② 棚卸資産
a 商品・製品・仕掛品・原材料…主に総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
b 貯蔵品…………………………… 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産除く）…主に定率法（但し、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法）
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物
7年〜50年

機械装置及び運搬具
４年〜12年

② 無形固定資産（リース資産除く）…定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。
また、顧客関連資産については効果の及ぶ期間（主として9年）に
基づく定額法を採用しております。

③ リース資産………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、次の方法により計上しております。
a 一般債権……貸倒実績率によっております。
b 貸倒懸念債権及び破産更生債権

……個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
③ 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積も
ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び当社連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は次のとおりであります。

① 製品及び商品等の販売
コンクリート製品製造・販売事業、情報機器の販売及び保守事業では、主にコンクリート製品の製造

及び販売並びに金融機関向け業務処理支援機器の販売を行っております。
このような製品及び商品等の販売については、製品及び商品等の出荷から顧客が検収するまでの期間

が短期間であるため、出荷時点において収益を認識しております。
なお、商品販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当

事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認
識しております。

② 工事契約
水門・堰の製造及び施工並びに保守事業、地質調査・コンサルタント業務、土木工事事業及びコンク

リート構造物の点検・調査、補修工事事業及び橋梁・高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業
においては、主に長期の工事契約を締結しております。
工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価
が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることはできないが、発生する費用を回収する

ことが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。
なお、重要性の乏しい工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま

す。
これらの収益は顧客との契約において約束した対価から、値引き等を控除した金額で測定しておりま

す。取引の対価は、履行義務を充足してから短期のうちに受領し、重要な金融要素は含んでおりませ
ん。

（6）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、主として10年間で均等償却しております。

（会計方針の変更）
該当事項はありません。

（表示方法の変更）
（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取運賃」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
請負契約における一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益における工事原価総額見積り

(1) 当連結会計年度において、請負契約における一定の期間に履行義務を充足し連結計算書類に計上した金額
は、6,103,919千円であります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益は、履行義務の進捗度に基づき測定され、当該進捗度

は工事の原価総額見積額に対する連結会計年度末までの発生原価の割合に基づき算定しております。工事原
価総額見積額は、社内で構築された内部統制のもと想定し得る施工状況を踏まえて策定される実行予算管理
表に基づいております。実行予算管理表は施主の指図に従った仕様や作業内容を考慮の上で、必要な資材費
及び外注費等を識別して営業所担当者等によった合理的な見積りを行って作成され、適切な権限者による承
認を経ております。
② 主要な仮定
一定の期間にわたり充足し履行義務を認識する収益における工事原価総額の見積りは、工事に対する専門

的な知識と現場経験を有する営業担当者等による一定の仮定と判断を伴い、主要な仮定は、顧客との現在の
契約に基づき工事を施工するにあたって必要な資材費及び外注費等であります。また、工事は一般に長期に
わたることから、工事の進行途上における工事契約内容の変更、施工の遅延等により、資材費及び外注費等
の変動が生じる場合があります。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
工事期間を通じて顧客との合意に基づき当初の契約から工事契約内容が変更される場合や施工等の遅延等

により、主要な仮定に変化が生じ、その結果、翌連結会計年度以降に工事原価総額の見積りの変更が行わ
れ、収益が変動する可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 7,739,583千円
２．担保資産及び対応債務

担保に供している資産
建 物 及 び 構 築 物 421,216千円
土 地 1,546,128千円

計 1,967,345千円
担保付債務
短 期 借 入 金 3,003,600千円

計 3,003,600千円
（注）上記の担保に供している資産の他、連結貸借対照表上相殺消去されている関係会社株式（子会社株式）

2,956,000千円を担保に供しております。
３．保証債務

従業員の金融機関からの借入に対する保証 9,931千円
４．受取手形及び電子記録債権割引高 56,882千円
５．当社の連結子会社である株式会社ヤマウで発生した不正行為に伴い発生したものが以下のとおり含まれてお

ります。
投資その他の資産
その他
長期未収入金 131,824千円

貸倒引当金 △131,824千円

（連結損益計算書に関する注記）
1． 貸倒引当金繰入額 131,824千円

当社の連結子会社である株式会社ヤマウで発生した不正行為に伴い発生したものであります。

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



47

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末日の発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,306,000株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 728,143 119.00 2025年

３月31日
2025年
６月27日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年６月24日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 666,470 110.00 2026年

３月31日
2026年
６月25日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調
達しております。
受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。
買掛金、未払金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作

成するなどの方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません（（注）参照）。また、現金は注記を省略しており、預
金、受取手形、電子記録債権、売掛金及び買掛金、電子記録債務、短期借入金並びに未払金は、短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時 価（＊） 差 額

投資有価証券
その他有価証券 619,609 619,609 ―

資産計 619,609 619,609 ―

長期借入金
（1年以内に返済予定のものを含む） （313,600) （313,600) ―

負債計 （313,600) （313,600) ―
（＊）負債に計上されているものについては（ ）で示しております。

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 7,148千円）は市場価格がない株式であるため、「投資有価証券」
には含めておりません。
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３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内容等に関する事項
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ
ルに分類しております。

1. レベル1の時価：同一の資産または負債の活発な市場における調整されていない相場価格によって算定
した時価

2. レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定し
た時価

3. レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表価額とする金融商品
当連結会計年度（2026年3月31日） （単位：千円）

区分 レベル1 レベル2 レベル3 合 計
投資有価証券
その他有価証券
株式 619,609 ― ― 619,609

資産計 619,609 ― ― 619,609

（2）時価をもって連結貸借対照表価額としない金融商品
当連結会計年度（2026年3月31日） （単位：千
円）

区分 レベル1 レベル2 レベル3 合 計
長期借入金 ― 313,600 ― 313,600

負債計 ― 313,600 ― 313,600
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル1の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の将来キャッシュ・フローを市場

金利に当社のスプレッドを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類し
ております。なお、1年以内に返済予定の長期借入金を含めた金額を記載しております。

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



50

（収益認識に関する注記）
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

コンクリート製品
製造・販売事業

水門・堰の製造及
び施工並びに保守
事業

地質調査・コンサ
ルタント業務及び
土木工事事業

橋梁・高架道路用伸
縮装置の製造・販
売・設置工事事業

売上高

一時点で移転される財 12,167,267 ― 1,579 483,778
一定の期間にわたり移
転される財 ― 3,989,599 1,963,745 1,572,043
顧客との契約から生じ
る収益 12,167,267 3,989,599 1,965,325 2,055,822

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 12,167,267 3,989,599 1,965,325 2,055,822

(単位：千円)

コンクリート構造
物の点検・調査、
補修工事事業

情報機器の販売及び
保守事業 不動産事業 合計

売上高

一時点で移転される財 ― 157,281 ― 12,809,906
一定の期間にわたり移
転される財 836,523 ― ― 8,361,913
顧客との契約から生じ
る収益 836,523 157,281 ― 21,171,819

その他の収益 ― ― 72,040 72,040

外部顧客への売上高 836,523 157,281 72,040 21,243,859

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等」の「重要

な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、請負契約等について進捗度に基づき認識した収益に係る権利であります。契約資産は、対
価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、主に請負工事等について顧客から受け取った前受金であります。契約負債は、収益の認識

に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれて
いた額は、300,938千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約については、注記の対象に含めておりません。残存履行義務
に配分した取引価格の主な事業ごとの総額は、以下のとおりであります。これらのうち、54％が１年以内
に、46％がその後２年以内に収益として認識されると見込んでおります。

（単位：千円）
当連結会計年度

水門・堰の製造及び施工並びに保守事業 1,650,540
地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業 526,410
橋梁、高架道路用伸縮装置の製造、販売・設置工事事業 819,250

合 計 2,996,201

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,273円71銭
２．１株当たり当期純利益 363円60銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2026年3月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,388,498 流 動 負 債 3,137,995

現 金 及 び 預 金 975,248 短 期 借 入 金 2,403,600
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 2,400,000 関 係 会 社 短 期 借 入 金 700,000
未 収 入 金 101 未 払 金 19,291
そ の 他 13,149 未 払 法 人 税 等 11,582

未 払 消 費 税 等 2,634
預 り 金 869
そ の 他 18

固 定 資 産 7,970,880 固 定 負 債 606,344
有 形 固 定 資 産 2,137,605 関 係 会 社 長 期 借 入 金 400,000
建 物 及 び 構 築 物 544,675 資 産 除 去 債 務 167,048
工 具、 器 具 及 び 備 品 0 そ の 他 39,296
土 地 1,592,930

無 形 固 定 資 産 1,275
そ の 他 1,275

投資その他の資産 5,831,999 負 債 合 計 3,744,340
投 資 有 価 証 券 619,609 純 資 産 の 部
関 係 会 社 株 式 5,194,682 株 主 資 本 7,260,634
繰 延 税 金 資 産 17,707 資 本 金 800,000

資 本 剰 余 金 730,095
資 本 準 備 金 300,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 430,095

利 益 剰 余 金 5,886,174
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,886,174
繰 越 利 益 剰 余 金 5,886,174

自 己 株 式 △155,635
評価・換算差額等 354,404
その他有価証券評価差額金 354,404
純 資 産 合 計 7,615,039

資 産 合 計 11,359,379 負 債 純 資 産 合 計 11,359,379
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自

至
2025
2026

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 1,558,440
営 業 費 用

不 動 産 賃 貸 原 価 160,866
一 般 管 理 費 189,280 350,146

営 業 利 益 1,208,293
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 50,197
そ の 他 3,116 53,314

営 業 外 費 用
支 払 利 息 47,484
そ の 他 661 48,145

経 常 利 益 1,213,462
税 引 前 当 期 純 利 益 1,213,462
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,322
法 人 税 等 調 整 額 2,669
当 期 純 利 益 1,180,469

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自

至
2025
2026

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 800,000 300,000 430,095 730,095
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―
当 期 末 残 高 800,000 300,000 430,095 730,095

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計そ の 他 利 益 剰
余 金 利益剰余金

合 計繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 5,433,848 5,433,848 △2,659 6,961,284
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △728,143 △728,143 △728,143
当 期 純 利 益 1,180,469 1,180,469 1,180,469
自 己 株 式 の 取 得 △152,975 △152,975
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 452,326 452,326 △152,975 299,350
当 期 末 残 高 5,886,174 5,886,174 △155,635 7,260,634
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（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 258,147 258,147 7,219,431
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △728,143
当 期 純 利 益 1,180,469
自 己 株 式 の 取 得 △152,975
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 96,257 96,257 96,257

当 期 変 動 額 合 計 96,257 96,257 395,607
当 期 末 残 高 354,404 354,404 7,615,039
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
有価証券
① 子会社株式…………………… 移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産除く）… 定率法（但し、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法）
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物
7年〜50年

（2）無形固定資産（リース資産除く）… 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産…………………………… リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

３．重要な収益及び費用の計上基準
当社は子会社への経営指導を行っており、当社の子会社を顧客としております。経営指導にかかる契約につ

いては、当社の子会社に対し経営管理・労務管理等の指導を行うことを履行義務として識別しております。当
該履行義務は、時の経過につれて充足されるため、契約期間にわたって期間均等額で収益を計上しておりま
す。

2026年05月22日 16時34分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



57

（会計方針の変更）
該当事項はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）

１. 関係会社に対する金銭債権債務
短 期 金 銭 債 権 77千円
短 期 金 銭 債 務 679千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 2,109,842千円
３. 担保資産及び対応債務

担保に供している資産
建 物 215,677千円
土 地 1,049,354千円
関 係 会 社 株 式 2,956,000千円

計 4,221,032千円
担保付債務
短 期 借 入 金 2,403,600千円

計 2,403,600千円
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（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高
営 業 収 益 1,486,745千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 41,865千円

（株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 247,174株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

減損損失等減価償却費 65,338千円
土地等減損損失 45,225千円
機械装置等除却損 11,861千円
資産除去債務 52,386千円
その他 163,606千円
繰延税金資産小計 338,419千円

評価性引当額 △173,858千円
繰延税金資産合計 164,560千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △146,852千円
繰延税金負債合計 △146,852千円
繰延税金資産の純額 17,707千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等
（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
（被 所 有）
割 合

関連当事者と
の関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 株式会社ヤマウ
所有
直接
100％

経営管理・
労務管理等
の指導
役員の兼任

資 金 の 貸 付
（注）1 2,000,000 関係会社短期貸付金 2,000,000
利 息 の 受 取
（注）1 25,732 ― ―
不動産賃貸料の受取
（注）2 204,000 ― ―
経営指導料の受取
（注）3 120,000 ― ―
配 当 の 受 取
（注）4 620,000 ― ―

子会社 開成工業株式会社
所有
直接
100%

経営管理・
労務管理等
の指導
役員の兼任

資 金 の 貸 付
（注）１ 400,000 関係会社短期貸付金 400,000
配 当 の 受 取
（注）４ 200,000 ― ―

子会社 中外道路株式会社
所有
直接
100％

経営管理・
労務管理等
の指導
役員の兼任

資 金 の 借 入
（注）1 ― 関係会社長期借入金 400,000
利 息 の 支 払
（注）1 6,766 ― ―
配 当 の 受 取
（注）4 160,000 ― ―

子会社 大栄開発株式会社
所有
直接
100％

経営管理・
労務管理等
の指導
役員の兼任

資 金 の 借 入
（注）1 ― 関係会社短期借入金 600,000
利 息 の 支 払
（注）1 7,450 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案し合理的に金利を決定しております。

２．不動産賃貸料については、市場価格を勘案し、合理的に決定しております。
３．経営指導料については、業務内容を勘案し、合理的に決定しております。
４．配当金の受取については、両者協議のうえ、合理的に決定しております。
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（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「重要な収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

１. １株当たり純資産額 1,256円85銭
２. １株当たり当期純利益 193円99銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年５月20日
ヤマウホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
福岡事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 福 本 千 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 廣 住 成 洋

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ヤマウホールディングス株式会社の2025年４月

１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ヤマウホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年５月20日
ヤマウホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
福岡事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 福 本 千 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 廣 住 成 洋

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヤマウホールディングス株式会社の2025

年４月１日から2026年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第69期事業年度の取締役の職務の執行

について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
なお、事業報告に記載されている当社連結子会社である株式会社ヤマウの従業員による製品製造用

資材の不正転売及び売却代金の着服の不正事案については、その原因の究明と再発防止策を策定し、
運用における定着を図っていることを担当取締役から報告説明を受けて検証しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。なお、監査等委員会としては、不正事案に関わる再発防止策の実行状況等について、引き続
き注視してまいります。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月21日
ヤマウホールディングス株式会社 監査等委員会

監査等委員 一 瀬 泰 之 ㊞
監査等委員 櫻 井 文 夫 ㊞
監査等委員 南 谷 朝 子 ㊞

（注）監査等委員櫻井文夫及び監査等委員南谷朝子の両氏は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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レソラ天神

株主総会会場のご案内
会 場 福岡市中央区天神二丁目５番５５号

レソラ天神５階 レソラNTT夢天神ホール

①JR 博 多 駅……地下鉄で3分（地下鉄七隈線天神南駅まで）
②福 岡 空 港……地下鉄で12分（地下鉄空港線天神駅まで）
③西鉄福岡（天神）駅……徒歩3分
④地下鉄空港線天神駅……徒歩5分
⑤地下鉄七隈線天神南駅……徒歩5分
※株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。
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